
（平成２１年３月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認茨城地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



茨城国民年金 事案 711 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 38年３月まで 

             ② 昭和 38年７月から同年９月まで 

父の家業を継いでくれた夫が、国民年金制度が創設された際に夫婦及び

両親に係る国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していた。 

このため、両申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②は３か月と短期間であり、申立人は、両申立期間を除く国民

年金加入期間の保険料をすべて納付している。 

また、Ａ市役所が管理する申立人に係る国民年金検認記録カードの記録

では、昭和 38 年４月から同年６月までの期間及び 39 年１月から同年３月

までの期間の保険料を同年３月 31 日に納付したことが確認できることから、

この際に現年度保険料として納付できる申立期間②の保険料を納付せずに、

その後の期間である同年１月から同年３月までの保険料のみを納付したと

考えるのは不自然である。 

 

２ 一方、申立人は、その夫が申立期間①の保険料を納付していたと主張し

ているが、申立期間①の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、しかも、申立人自身は保険料の納付に直接関与し

ていないため、申立期間①当時の具体的な保険料の納付状況が不明である。 

また、申立人は、その夫が申立期間①の保険料を家族の分も含めて納付

していたと主張しているが、申立人の夫に係る社会保険事務所が管理する

国民年金被保険者台帳（特殊台帳）には、昭和 36 年４月から 38 年３月ま

での保険料が特例納付されたことが確認できることから、申立期間①の保

険料を現年度納付していたとする申立人の主張には矛盾が認められる。 

 



３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間②の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 712 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年４月から同年 12 月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年４月から同年 12月まで 

             ② 昭和 48年４月から 49年３月まで 

私は、結婚後、昭和 49 年ないし 50 年ごろに、Ａ市役所において国民年

金の加入手続を行い、両申立期間の保険料については、特例納付及び過年

度納付により、兄と一緒に同市役所においてまとめて納付した。両申立期

間の保険料については、Ａ市役所から未納となっている旨の説明を受けた

が、一緒に納付した兄が納付済みとなっているにもかかわらず、私のみが

未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①は９か月と短期間である上、申立人は、両申立期間を除く国

民年金加入期間の保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、昭和 49 年ないし 50 年ごろに国民年金の加入手続を行

い、申立期間①の保険料を特例納付したと主張しており、事実、申立人は、

49 年２月に国民年金の加入手続を行い、47 年１月から 48 年３月までの保

険料を 49 年３月 22 日に過年度納付し、42 年１月から 46 年３月までの保

険料を 50 年 12 月 20 日に特例納付したことが確認できることから、申立期

間①の保険料のみが未納とされているのは不自然である。 

 

  ２ 一方、申立人は、その兄と共に申立期間②の保険料を納付したと主張し

ているが、昭和 42 年１月から 46 年３月までの国民年金被保険者期間の納

付記録において、両申立期間を除く申立人及びその兄に係る納付日が異な

る上、42 年１月から 46 年３月までの期間及び 48 年４月から 49 年３月ま

での期間の保険料を納付したとする金額についても、仮に、これらの同期

間の保険料を納付した場合の金額と大きく異なる。 

    また、申立期間②の保険料の納付状況に関する申立人の記憶が不確かで

あるため、申立期間②当時の具体的な保険料の納付状況が不明である。 



    さらに、申立期間②の保険料を納付したことを示す関連資料(家計簿、確

定申告書等)が無い上、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もう

かがえず、ほかに申立期間②の保険料を納付したことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 713 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年１月から同年３月まで 

社会保険事務所で納付記録を確認したところ、昭和 58 年１月から同年

３月までの国民年金保険料が未納とされていた。 

申立期間の保険料については、昭和 58 年ごろ、社会保険事務所から、

昭和 57 年度４期分の保険料が未納と記載された納付書が送られてきたの

で、数日後に同社会保険事務所に行って納付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間の保険料をすべて納付してい

る。 

   また、申立人は、昭和 58 年ごろ、社会保険事務所から保険料が未納である

旨の案内及び手書きによる昭和 57 年度４期分の納付書が送られてきたので、

数日後に納付したと主張しており、事実、申立人は、申立期間当時に社会保

険事務所が所在する市に居住しており、かつ、58 年当時の過年度納付書につ

いては手書きであったことが確認できることから、申立人の主張には信 憑
ぴょう

   さらに、申立期間は３か月と短期間であり、申立期間の前後を通じて申立

人の仕事に変化は無く、申立人の保険料を納付するのに経済的な問題は無か

ったものと考えられることから、申立期間の保険料のみが未納とされている

のは不自然である。 

性が認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



茨城国民年金 事案 714 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年 10月から同年 12月までの期間及び 56年４月から同年

６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55年 10月から同年 12月まで 

             ② 昭和 56年４月から同年６月まで 

社会保険事務所で納付記録を確認したところ、昭和 55 年 10 月から同年

12 月までの期間及び 56 年４月から同年６月までの期間の国民年金保険料

が未納とされていた。 

両申立期間の保険料については、実家の養父が納税組合を通じて納付し

てくれていた。 

このため、両申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その養父が両申立期間の保険料を当時の同居家族の分と一緒に

納付していたと主張しているが、両申立期間に係る申立人の両親の保険料に

ついても未納となっていることから、申立人の主張には不合理な点が認めら

れる。 

また、申立人は、両申立期間の保険料を後からまとめて納付したことはな

いと主張しており、事実、両申立期間の保険料を過年度納付したことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、その養父が両申立期間の保険料を納付していたと主張

しているが、両申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、しかも、申立人自身は保険料の納付に直接関与して

いないため、両申立期間当時の具体的な保険料の納付状況が不明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 715 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年４月から同年６月まで 

    父が、Ａ市役所において国民年金の加入手続を行い、同市役所において

申立期間の保険料を納付した。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その父が、Ａ市役所において国民年金の加入手続を行い、申立

期間の保険料を納付したと主張しているが、申立人が国民年金に加入した時

期は、社会保険事務所が管理する国民年金受付処理簿及び前後の任意加入者

の国民年金手帳記号番号により、昭和 49 年 10 月ごろと考えられ、事実、昭

和 49 年度分の保険料を現年度納付し、その後、50 年９月に、この時点で納

付が可能であった 48 年７月から 49 年３月までの保険料を過年度納付したこ

とが確認できることから、この時点では、申立期間については時効により保

険料を納付できず、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡もうかが

えない。 

また、申立人は、その父がＡ市役所において申立期間の保険料を納付した

と主張しているが、申立人自身は保険料の納付に直接関与しておらず、申立

人の父は高齢のため当時の状況についての記憶が不確かであることから、申

立期間当時の具体的な保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



茨城国民年金 事案 716 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 43 年３月までの期間、同年４月から 45 年 11

月までの期間及び同年 12 月から 46 年 10 月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 43年３月まで 

② 昭和 43年４月から 45年 11月まで 

③ 昭和 45年 12月から 46年 10月まで 

社会保険事務所で納付記録を確認したところ、昭和 36 年４月から 43 年

３月までの期間、同年４月から 45 年 11 月までの期間及び同年 12 月から

46年 10月までの期間の国民年金保険料が未納とされていた。 

私は、昭和 36 年 10 月の婚姻と同時に、元夫に勧められて国民年金に加

入した。申立期間①の保険料については、Ａ市において元夫が納付してく

れていたはずである。申立期間②の保険料については、私が、元夫が勤務

していたＢ社の体育館においてＣ市役所の職員に納付した。申立期間③の

保険料については、私がＡ市役所において納付していたはずである。 

このため、各申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 36 年 10 月の婚姻後に国民年金に加入し、保険料を納付し

ていたと主張しているが、申立人が国民年金に任意加入した時期は、46 年 11

月 15 日であり、各申立期間については、国民年金の未加入期間又は厚生年金

保険被保険者との婚姻（昭和 36 年 10 月）による合算対象期間（カラ期間）

であり、国民年金被保険者資格を有しておらず、別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡もうかがえないことから、申立内容に不合理な点が認め

られる。 

また、申立人は、その元夫が、国民年金の加入手続を行い、申立期間①の

保険料を納付していたと主張しているが、申立人自身は国民年金の手続に直

接関与しておらず、その元夫も他界しているため、申立期間①当時の具体的

な国民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

さらに、申立人は、申立期間②の保険料について、その元夫が勤務してい



たＢ社の体育館においてＣ市役所の職員に納付したと主張しているが、申立

期間②当時、同市役所の職員が同社の体育館に出張して保険料を収納してい

た事実は無かったことが確認できることから、申立人の主張には矛盾が認め

られる。 

加えて、申立人は、各申立期間の保険料を後からまとめて納付したことは

ないと主張しており、事実、各申立期間の保険料を過年度納付したことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

その上、各申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、ほかに各申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が各申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



茨城厚生年金 事案 191 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年８月から 55年２月まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社、Ｂ

社及びＣ社に勤務していた昭和 44 年８月から 55 年２月までの期間につい

て、記録が無かった旨の回答を受けた。 

各会社における正確な勤務期間は覚えていないが、この順序で勤務して

いた記憶があるので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、Ａ社、Ｂ社及びＣ社に勤務していた申立期間について厚生年

金保険被保険者であったと主張しているが、申立期間に厚生年金保険料を

事業主により給与から控除された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収

票等の資料は無い。 

  また、公共職業安定所に照会したところ、申立期間に係るＡ社、Ｂ社及

びＣ社における申立人の雇用保険被保険者記録は無い旨の回答があった。 

 

  ２ 社会保険事務所の記録では、Ａ社は、昭和 45 年６月１日に新たに厚生年

金保険の適用事業所となり、49 年４月１日に適用事業所に該当しなくなっ

ているとともに、商業登記簿上は既に解散していることが確認でき、申立

期間当時の代表取締役に照会したところ、申立人は、昭和 45 年又は 46 年

から 47 年又は 48 年までの２年ないし３年ほど農閑期に同社に勤務してい

たものの、正社員ではなく日雇労働者であったため、厚生年金保険には加

入させていなかった旨の証言が得られた。 

また、申立期間に係る社会保険事務所が管理するＡ社の厚生年金保険被



保険者原票には、申立人の名前は無く、一方、健康保険整理番号に欠番も

見られないことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、申立期間当時のＡ社において厚生年金保険被保険者であった複

数の者に照会したものの、申立人に係る当時の厚生年金保険の適用に関す

る具体的な証言は得られなかった。 

 

  ３ 社会保険庁の記録により、申立人が勤務していたと主張するＤ村のＥ社

について調査したところ、厚生年金保険の適用事業所として２事業所（Ｅ

社及びＢ社）が該当した。 

しかし、社会保険庁の記録では、Ｅ社は、新たに昭和 40 年４月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっているものの、申立期間以前の 42 年 10 月

１日に適用事業所に該当しなくなっている上、社会保険事務所が管理する

同社の厚生年金保険被保険者原票には、申立人の名前は無く、一方、健康

保険整理番号に欠番も見られないことから、申立人の記録が欠落したもの

とは考え難い。 

一方、Ｂ社は、新たに昭和 47 年６月 16 日に厚生年金保険の適用事業所

となり、50 年 12 月１日に適用事業所に該当しなくなっているところ、申

立期間に係る社会保険事務所が管理する同社の厚生年金保険被保険者原票

には、申立人が名前を挙げた同僚の名前が登載されており、その同僚の証

言により、申立人が申立期間当時に同社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、当該同僚からは、申立人がＢ社において正社員ではなく日雇労

働者であったため、厚生年金保険に加入していなかった旨の証言が得られ

た。 

また、申立期間に係るＢ社の厚生年金保険被保険者原票には、申立人の

名前は無く、一方、健康保険整理番号に欠番も見られないことから、申立

人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、申立期間当時のＢ社において厚生年金保険被保険者であった複

数の者に照会したものの、申立人に係る当時の厚生年金保険の適用に関す

る具体的な証言は得られなかった。 

 

  ４ 社会保険庁の記録では、Ｃ社は、新たに昭和 44 年 12 月１日に厚生年金

保険の適用事業所となり、46 年 10 月 16 日に適用事業所に該当しなくなっ

ているとともに、商業登記簿上は既に 49 年 12 月 23 日に解散していること

が確認できるところ、申立期間当時における同社の代表取締役に申立人に

係る当時の勤務実態及び厚生年金保険の適用等について照会したものの、

回答が得られなかった。 

    また、申立人は、申立期間当時のＣ社における同僚として、Ｂ社におけ

る同僚として名前を挙げた者と同一人物の名前を挙げているので、この者



に照会したところ、Ｃ社に勤務したことはなく、自身及び申立人共に、昭

和 50 年７月にＥ社を退職後に、Ｆ社に勤務していた旨の証言が得られたこ

とから、申立人の主張には矛盾が認められる。 

さらに、当該同僚は、Ｆ社では、自身及び申立人共に厚生年金保険に加

入してなかった旨を証言しており、事実、申立期間に係る社会保険事務所

が管理する同社の厚生年金保険被保険者原票には、当該同僚及び申立人の

名前は無い。 

    加えて、申立期間に係る社会保険事務所が管理するＣ社の厚生年金保険

被保険者原票には、申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も見ら

れないことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

また、申立期間当時のＣ社において厚生年金保険被保険者であった複数

の者に照会したものの、申立人に係る当時の勤務状況及び厚生年金保険の

適用に関する具体的な証言は得られなかった。 

     

５ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を各事業主により、給与から控除されていたことを認めることはできな

い。  



茨城厚生年金 事案 192 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年 10月１日から 35 年２月 28日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤

務していた昭和 34 年 10 月１日から 35 年２月 28 日までの期間について、

記録が無かった旨の回答を受けた。34 年９月末にＡ社を退職したことは無

く、高校を卒業する 35 年２月末まで同社に勤務していたはずであるので、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務していた申立期間について厚生年金保険被保険者で

あったと主張しているが、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無い。 

また、社会保険事務所の記録では、Ａ社は、昭和 40 年９月１日に厚生年金

保険の適用事業所に該当しなくなっており、商業登記簿上も同年８月 31 日に

同社が解散したことが確認できる上、当時の事業主も既に他界しており、他

の役員の連絡先も不明であることから、申立人に係る当時の勤務状況及び厚

生年金保険の適用について確認することができない。 

さらに、申立期間当時のＡ社における複数の同僚（申立人が名前を挙げた

者を含む。）に照会したものの、申立人に係る当時の勤務状況及び厚生年金

保険の適用に関する具体的な証言は得られなかった。 

加えて、社会保険事務所が管理するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿により、申立人が昭和 31 年５月６日に厚生年金保険被保険者資格を取得

し、34 年 10 月１日に同資格を喪失したことが確認できるとともに、同名簿

では、他者の記録において申立期間内の同年 10 月に標準報酬月額の定時決定

が行われたことが確認できることから、申立人の記録のみ欠落したものとは



考え難い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。 



茨城厚生年金 事案 193 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年４月１日から 46年３月まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤

務していた昭和 44 年４月１日から 46 年３月までの記録が無かった旨の回

答を受けた。 

私は、大学卒業後の昭和 44 年４月に、その半年前からアルバイトとして

勤務していたＡ社に正式に入社した。Ａ社は小さいながらも立派な会社で

あったので、厚生年金保険にも加入していたはずである。 

このため、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に勤務していた申立期間について厚生年金保険の被保険者

であったと主張しているが、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与

から控除された事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無い。 

   また、閉鎖登記簿により、申立期間当時にＢ区Ｃ町を本店所在地とするＡ

社が存在していたこと及び同社は昭和 47 年３月に、申立人が所在していたと

主張するＤ区Ｅに本店が移転していることが確認できることから、申立人が

勤務していたと主張する会社が同社であることが推認できるものの、社会保

険庁の記録により同社について調査したところ、厚生年金保険の適用事業所

として該当する事業所は無い。 

さらに、閉鎖登記簿により、申立期間当時のＡ社における事業主の氏名及

び住所が確認できたものの、同事業主に送付した照会文書が宛先不明のため

返送されてきたこと及び申立期間当時の同僚として申立人が名前を挙げた三

人の連絡先がいずれも確認できないことから、当時の状況について確認する



ことができない。 

加えて、公共職業安定所に照会したところ、申立期間に係るＡ社における

申立人の雇用保険被保険者記録は無い旨の回答があった。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料などを総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により、給与から控除されていたことを認めることはできない。  


